信託を活用した　新しい相続・贈与対策
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相続税の増税が平成27年より実施されることになりました。相続に対する世間の注目はこれまで以上に高まり、「今から何か対策をしたい」と考えている方も多いのではないでしょうか。
そんな中、相続対策として信託を活用する動きが活発化しています。信託と聞くと「信託銀行」「投資信託」などといった言葉がぱっと連想されますが、今注目を集めているのは、必ずしも信託銀行を介さない信託です。

本レポートでは、この新しい相続対策である信託について、その基本的な知識や課税関係、具体的な活用事例などを解説します。


信託とは、財産の所有者が財産を誰かに預け、その財産の管理や処分を任せることです。

　財産を預ける人のことを「委託者」、財産を預かり管理・処分を行う人のことを「受託者」と呼びます。
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なお、信託された財産の名義は、もともとの所有者から受託者の名義に変わります。図のように子から親へ信託した場合、財産の名義は受託者である親の名義となるわけです。
信託契約では、委託者、受託者に加えて、契約の当事者として「受益者」と呼ばれる人が登場します。受益者とは、財産の管理者とは別に設定される、財産の実質的な所有者のことです。受益者を誰にするかは自由であり、委託者＝受益者というケースもあります。

■信託契約の当事者

	· 委託者　⇒　財産を預ける人

· 受託者　⇒　財産を預かり管理・処分を行う人

· 受益者　⇒　財産の管理者とは別に設定される、財産の実質的な所有者


信託とは、別の言い方をすれば、財産の「所有権＝管理・処分する権利」と「受益権＝経済的価値」を切り離し、所有権を受託者に、受益権を受益者に分ける行為であると言えます。

受託者は、財産を所有権＝管理・処分する権利を持つため、例えば、信託財産を通じて得た収入を「いつ、どれだけ受益者に配当するか」といったことを決めることができます。一方、受益者は、受益権＝経済的価値を保有しているため、信託財産から生じた収入を受け取る権利があります。ただし、管理する権限は保有していませんので、「いつ、どれだけの額を受け取るか」という事は決められません。
財産を誰に信託し、受益権を誰に渡すか――これらを上手に組み合わせることで、いままでにない全く新しい相続対策が可能になるのです。

前項でも解説した通り、財産の「所有権＝管理・処分する権利」と「受益権＝経済的価値」を切り離し、所有権を受託者に、受益権を受益者に分ける行為です。
　税金は「経済価値の移動」に対して生じるものですから、信託の場合は「受益権」の動きに伴って課税関係が生じることになります。
　受益権の動きに着目すると、信託の課税関係には次の２パターンが考えられます。
■信託の課税関係
	1 委託者と受益者が同じである場合

2 委託者と受益者が異なる場合


①委託者と受益者が同じである場合

　委託者＝受益者である信託契約では、経済価値の源泉である受益権が移動していません。つまり、課税関係はいっさい生じません。
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　図のように、子が親に財産を信託し、受益者を子とする信託契約では受益権がどこにも移動していません。経済価値がいっさい移動していないのですから、税金はどこにも発生しません。しかし、子が死亡し受益権がその妻や子に相続されたときは、受益権が移動していますから相続税の課税対象となります。

②委託者と受益者が異なる場合
　委託者と受益者が異なる場合は、信託の前後で委託者から受益者へ経済的価値が移動しています。そのため、委託者から受益者へ、受益権の贈与があったものとして受益者に贈与税が課税されることになります。


　




図のように、父から母へ財産を信託し、受益者を子に設定した場合、受託者である母に対する課税はいっさいありません。一方、受益者である子は、信託財産の受益権＝実質的な経済価値を得たことになるため、贈与を受けたものとみなされ贈与税が課税されます。

　また、信託財産によって生じた収益については、受益者の所得として申告を行わなければなりませんが、損失については「なかったもの」として取り扱われます。
　なお、受益権は信託財産の価額として評価されます。受益者が死亡し受益権が相続財産となる場合、その価額は同様に信託財産の価額となりますが、信託財産の評価に当たっては小規模宅地特例、買替特例などが適用可能です。従って、信託をしても課税上の取扱いが不利になることはありません。

①信託に関する受益者別（委託者別）調書

財産を実際に信託し、以下に示す４つの事由が生じた場合には、原則として「信託に関する受益者別（委託者別）調書」、「信託に関する受益者別（委託者別）調書合計表」という2つの資料を所轄税務署へ提出しなければなりません。なお、これらの資料は、受託者が提出することになります。

■調書提出に関する４つの事由
	· 信託の効力が生じた場合

· 受益者等が変更された場合

· 信託が終了した場合

· 信託に関する権利の内容に変更があった場合


　ただし、信託財産の評価額が50万円以下である場合など一定の要件に該当する場合は、資料を提出する必要はありません。

②信託から生じた不動産所得に係る明細書
　受益者が個人であり、信託財産から生じる不動産所得がある場合には、次に示す2つの項目について記載した明細書を確定申告書に添付しなければなりません。
■明細書の記載内容

	· 信託財産から生じる不動産所得の総収入金額について、賃貸料など収入の項目別に記載する

· 必要経費について、信託財産から生じる不動産所得の減価償却費、貸倒金、借入金利子およびその他の経費


③信託計算書
　信託計算書に記載する内容は次の通りです。なお、ここに記した記載内容は受託者が信託会社でない場合のものです。
■信託計算書の記載内容

	· 委託者及び受益者の氏名又は名称及び住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地

· 信託の期間及び目的

· 前年12月31日における信託に係る資産及び負債の内訳並びに資産及び負債の額
· 前年中における信託に係る資産の移動並びに信託財産に帰せられる収益及び費用の額

· 受益者に交付した信託の利益の内容、受益者等の移動および受託者の受けるべき報酬等に関する事項

· 委託者又は受益者等の納税管理人が明らかな場合は、その氏名及び住所又は居所

· その他参考となる事項


　ただし、信託財産を通じて得た収益の合計額が3万円以下（計算期間が１年未満の場合には１万５千円）である時には、信託計算書の提出は必要ないこととされています。

　すでに解説した通り、「財産を誰に信託し、誰に受益権を渡すか」という事が信託のポイントです。そこで第2章では、信託の代表的な活用事例について解説するとともに、事例から見えてくる信託のメリットを整理します。

　相続対策として最もベーシックな方法が生前贈与です。贈与税の基礎控除額110万円の範囲内で毎年贈与すれば全くの無税で財産が移転できます。また、贈与税を支払ってでも生前に贈与した方が、将来の相続税負担と比較して有利なケースも十分に考えられるでしょう。しかしながら、実際に生前贈与する親の視点に立ってみると、贈与することに対して不安がないわけではありません。
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例えば、図のように、財産を贈与した長男が親よりも先に死亡してしまえば、その財産は長男の妻が相続することになります。孫がいれば、孫にも財産が渡るのでまだ良いのですが、孫がいなければ財産の3分の２は長男の妻のものです。このような悩みから、なかなか生前贈与に踏み切れないケースも決して珍しくないでしょう。
　
このようなケースでは信託が大きな効果を発揮します。
[image: image4.emf]
　まず、長男に贈与した財産を、信託によって親が預かります。この時、受益者は長男とします。
このような信託契約を設定すると、長男の死亡により受益者としての権利は長男の妻に移りますが、財産を管理・処分する権利は親にありますから、信託財産を通じて得た収益の分配は親が行うことができます。
　しかし、結局のところ財産の経済的な価値は長男の妻に移っていますから、財産の実質的な所有者は妻であるという事に違いありません。そこでさらに、信託契約の中で、長男が亡くなった後の「次の受益者」を親として設定します。
[image: image5.emf]
　最初の受益者である長男が亡くなると、通常であれば長男の妻に受益権が相続されるところですが、図のような信託契約においては妻に受益権が相続されず親に移転します。つまり、信託財産を管理・処分する権利、経済的価値のいずれも親が保有することになるのです。

　ところで、このような信託契約を結んだ一方で、長男が「私が亡くなったら、受益権は妻に全て相続させる」という内容の遺言書を書いていた場合どうなるのでしょうか。つまり、信託契約では「受益権は親に戻る」、遺言書では「妻に全て相続する」と、矛盾する内容が書いてあるようなケースです。

このような場合、遺言書よりも信託契約が優先されると認識されています。遺言がどうあれ、信託契約があれば、その契約通りに受益権は移っていくことになるのです。


　自分が死亡した時、その財産を家族がどのように相続するか――これについて指定する方法として、現在は遺言書が広く用いられています。しかし遺言書では、自分の相続の、さらに次の相続まで指定することは不可能です。
しかし、信託では、先々の相続において受益権をどのように移動させるか指定することができます。
■数代先の相続まで指定した事例

　Ｂさんには先妻との間に妻がいます。自分の相続では後妻に財産を相続させたいが、後妻が亡くなった後は、先妻との子に財産を譲りたいと考えています。
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　遺言書では、Ｂさんが亡くなった時、財産を誰に相続させるか指定することができますが、その次の相続で財産をどう相続させるか指定することはできません。つまり、Ｂさんの相続で後妻が得た財産をどう相続するかは、後妻のみが指定可能です。Ｂさんは、後妻の死後、先妻との子供に財産を譲りたいと考えていますが、遺言書を用いる限り実現は難しいでしょう。
　しかし、このようなＢさんの希望は、信託契約を用いることで実現できます。
具体的には、信託契約の中で、後妻が死亡した時の「次の受益者」として「先妻との子」を指定しておけば良いのです。こうすることで、後妻の相続の仕方をＡさんが指定することができます。
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　このような信託のことを「受益者連続型信託」といいます。
　受益者連続型信託は、信託法91条によって以下のように規定されています。
■信託法91条

	受益者の死亡により、当該受益者の有する受益権が消滅し、他の者が新たな受益権を取得する旨の定め（受益者の死亡により順次他の者が受益権を取得する旨の定めを含む。）のある信託は、当該信託がされた時から30年を経過した時以後に現に存する受益者が当該定めにより受益権を取得した場合であって当該受益者が死亡するまで又は当該受益権が消滅するまでの間、その効力を有する。


　条文の内容を要約すると、受益者の死亡による受益権の移動を無期限に指定することはできないものの、信託が設定されてから30年までの期間については、その指定が可能であるという事です。


　父が高齢になり意思能力が低下したため、財産の管理について家族が心配を覚えるケースは非常に多く見られます。このような場合、成年後見人を立てて財産の管理を任せることも有効ですが、非常に多くの書類が必要になるだけでなく、手続きにも時間がかかってしまうため、実現のハードルが高いことが難点です。
　そこで、後見人を活用するのではなく、子どもが父の財産を信託により預かって管理することを検討します。

　具体的には、親の財産を信託により子が預かり、子が管理します。このとき、受益者は親です。財産の管理は子が行う訳ですから、親が必要のないものを家族の知らないところで購入したり、土地・建物を安い価格で売却するようなことを防止できます。
財産の名義は子に変更されますが、財産の経済的価値は親に残ったままですから、子に贈与税が課税されることはありません。


　生命保険信託とは、生命保険の死亡保険金請求権を信託する方法です。

[image: image8.emf]
　保険契約者が信託銀行や同族会社に死亡保険金請求権を信託すると、死亡保険金は受託者である信託銀行や同族会社に支払われます。委託者である保険契約者は、受託者から受益者への保険金の支払い方法を「Ａさんに毎年１００万円支払う」といった具合に細かく設定し、信託会社や同族会社はその内容に従って保険金を分配していきます。
　被相続人が生前に心配することの一つに、「相続人である家族が財産を浪費してしまわないだろうか」という事があります。特に、浪費癖のある家族が「現金で」「一括して」相続するような場合はなおさらではないでしょうか。
　このような場合、生命保険信託を活用し、たとえば「死亡保険金は子どもに支払うが、そのためには妻の了解が必要」という事を信託契約の中で設定しておけば、本当に必要な分だけ子に保険金を支払うことが可能です。
　なお、この生命保険信託は、一部の生命保険会社が信託銀行と提携して販売していますが、必ずしもそれらの商品を利用しなければならない訳ではありません。個人が死亡保険金請求権を信託することも法律上は問題ありませんが、悪用に用いられる可能性があるという倫理的な理由から、保険会社側で制限がかかることも考えられます。

　相続対策として不動産を生前贈与したいけれども、通常の贈与では、贈与後に賃貸収入が全て子どもに入るだけでなく、子どもが勝手に不動産を売却することも考えられるため、贈与をためらってしまう資産家の方も多いようです。
このような問題も信託を活用することによって解決できます。
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　まず、親から同族会社へ賃貸不動産などを信託し、受益者は当初、親と設定します。このとき、不動産の登記上の所有者は同族会社なので、賃貸収入の管理は同族会社が行います。その後、親の受益権を子に贈与します。
　このような信託を行う事で、賃貸収入は同族会社が管理することができますし、子には不動産の処分権もありませんから勝手に売却することはできません。

　しかし、この信託にはひとつ問題があります。それは、親から子に対する受益権の贈与が「負担付贈与」に該当する可能性があることです。

■負担付贈与とは

	受贈者に一定の債務を負担させることを条件にした財産の贈与をいいます。個人から負担付贈与を受けた場合は贈与財産の価額から負担額を控除した価額に課税されることになります。
この場合の課税価格は、贈与された財産が土地や借地権などである場合及び家屋や構築物などである場合には、その贈与の時における通常の取引価額に相当する金額から負担額を控除した価額によることになっています。　　　　（国税庁ホームページより）


　不動産の賃貸契約においては、契約時に「敷金」を受け取ることが一般的です。敷金とは、賃料支払債務を担保する意味を持つ金銭で、賃貸契約終了時には基本的に全額が返還される、いわば預り金としての性格を持つものです。つまり、敷金は「債務」に該当するため、債務を伴う受益権の贈与は負担付贈与に該当する可能性があるのです。
　負担付贈与に該当すると、賃貸不動産（＝受益権）は相続税評価額ではなく、時価で評価しなければなりません。本事例では、相続税評価額が1500万円のところ、時価の５千万円を用いて贈与価格を計算することになるため、子の贈与税負担が極めて大きくなってしまいます。
■負担付贈与に該当した場合の贈与価格
	· 通常の贈与の場合の贈与価格

　建物評価額　＝　相続税評価額（1500万円）

　贈与価格　　＝　相続税評価額1500万円　－　預り敷金400万円　＝　1100万円
· 負担付贈与に該当した場合の贈与価格

建物評価額　＝　時価（５千万円）

贈与価格　　＝　建物５千万円　－　預り敷金400万円　＝　4600万円


　
　そこで対策として、賃貸建物と一緒に、預り敷金と同額の現金400万円を信託します。
[image: image10.emf]
　この場合、実質的には債務が移転していないと考えられますので、負担付贈与には該当せず、相続税評価額を用いて贈与価格が計算できます。つまり、受益権の評価額は1500万円（相続税評価額1500万円＋現金400万円－預り敷金400万円）となります。
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信託の基本的な考え方と課税関係
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信託とは　　
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信託の課税関係　　
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所有権のみが


親に移転する











経済価値は


子に残ったまま





父





受益権は信託財産の価額で評価





課税関係なし





母





贈与税の


課税が発生





子





信託財産に係る収益等を申告





信託財産に係る収益等を配当





税務署に対する届出
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信託のメリットと代表的な活用事例
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信託の代表的な活用法　　　　　
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受益権の


相続なし





　数代先の相続を指定する手法　　　　
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信託契約に則り、受益権が死亡した後妻から「先妻との子」へ移動する。





受益権の


相続








より進んだ信託の活用法
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高齢の親に代わって財産を管理　　　　
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生命保険信託の活用　　　　
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不動産信託の活用事例　
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時価＝５千万円


相続税評価額＝1500万円


預り敷金＝400万円





子





親





時価＝５千万円


相続税評価額＝1500万円


預かり敷金＝400万円





賃貸不動産と併せて


現金400万円を信託





〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








